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（１）紙台帳とコンピュータ記録との突合せ            ４２７億円（１０６億円） 
    被保険者名簿等の紙台帳等について、年金記録総合管理･照合システム(電子画像デー

タ検索システム)を活用して個人単位でのコンピュータ記録との突合せを開始する。その際、

予算を効率的・効果的に活用するため、受給に結び付く可能性の高い台帳等から優先的に

照合する。初年度については、全体の約１０％の突合せを行う。 

 

（２）常に年金記録が確認できる仕組み（新規）                   ４０億円 
年金加入者などの方が、パソコンを使いインターネットで即時に自身の保険料納付状況な

どの年金記録を閲覧、印刷できる仕組みを充実し、新たにＩＤ・パスワードもインターネットで

取得できるようにする。また、自宅にパソコンのない方なども、市区町村や郵便局等で、職員

等のサポートにより年金記録を閲覧、印刷ができるようにする。 

 

（３）年金受給者への標準報酬月額等のお知らせ        １２２億円（１１１億円） 
厚生年金受給者に対し、標準報酬月額の情報を含む年金記録をご本人に確認いただく

ため、お知らせを送付する。 

 

（４）｢今後解明を進める記録｣の解明･統合等           ３２０億円（６７億円） 
サンプル調査など各種の解明作業による基礎年金番号に統合されていない記録の統合

の促進、再裁定等の事務処理の促進などの対策を強化する。 

また、年金制度の本来の役割を確保するため、厚生年金の未適用事業所対策や徴収対

策の強化を図るとともに、国民年金の適用・収納対策への効果的な取組みを実施する。 

 

 

 

 

 

 

第２ 信頼できる年金制度に向けて 

公的年金制度は国民の老後の安定した生活を支えるセーフティネットであり、年金記録問

題について、解決に向けた取組を着実に進める。このため、年金記録問題への対応を「国家

プロジェクト」と位置づけ、２２年度から集中的に取り組むとともに、二度とこうした問題を起こさ

ない体制を確立する。 

 

１ 年金記録問題の解決                   ９１０億円（２８４億円） 
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日本年金機構においては、お客様の意見を反映しつつサービスの質の向上を図り、コンプラ

イアンスの徹底と効率的かつ公正・透明な事業運営を行い、日本年金機構に対する国民の信

頼を確保する 

 

 

 

（１）年金給付費国庫負担金          １０兆１，２５７億円（９兆８，５９３億円） 

 

（２）年金制度改革の検討 （新規）                        ２．８億円 

新たな年金制度の創設に向けた検討のため、厚生労働大臣直属の検討チーム設置や実

態調査等を行う。 

 

３ 公平な年金制度            １０兆１，２６０億円（９兆８，５９３億円） 

 

 

２ 信頼される日本年金機構の運営（一部再掲・前ページ参照）    

３，０５８億円（６４２億円） 
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 （１）雇用維持支援                    ７，４５２億円（５８１億円） 

企業の休業、教育訓練、出向による雇用維持の取組を支援するため、雇用調整助成金及

び中小企業緊急雇用安定助成金について、手当、賃金の４／５（大企業２／３）の助成（解雇

等を行わない場合は助成率がそれぞれ９／１０、３／４に上乗せされる）を行う。 

また、赤字の企業については、企業規模にかかわらず、最近３ヶ月の生産量・売上高等が

前々年同期比で１０％以上減尐している場合も支給対象とする。 

 

（２）再就職・能力開発対策                 ４０５億円（３３５億円） 

○介護・福祉、医療、情報通信等の分野における能力開発の推進       

   今後成長が見込まれる介護・福祉、医療、情報通信等の分野における職業訓練の充実

（保育士の資格取得を目的とした職業訓練の創設）を図るとともに、介護労働者に対する

教育訓練の実施に係る相談・援助等のコーディネートを行う事業を実施する。 

 

（３）貧困・困窮者支援の強化（新規）                       １２億円 

第２のセーフティネットの各種支援制度（※）についてのワンストップサービスを実施するた

め、ハローワークに「住居・生活支援アドバイザー」（２６３名）を配置して、総合相談と実施機

関への的確な誘導を行う。 

   ※ ①就職安定資金融資、②住宅手当、③総合支援資金貸付、④訓練・生活支援給付、  

⑤臨時特例つなぎ資金貸付、⑥就職活動困難者支援事業、⑦長期失業者支援事業 

 

 

第第３３  厳厳ししいい経経済済環環境境下下ににおおけけるる雇雇用用・・生生活活安安定定のの確確保保  

              ～～雇雇用用ののセセーーフフテティィネネッットトのの整整備備～～  

我が国の雇用情勢は、完全失業率と有効求人倍率がともに過去最悪の水準に達し、依然

として厳しい状況にある。 

このような状況の中で「緊急雇用対策」や「明日の安心と成長のための緊急経済対策」の推

進に全力をあげるとともに、「雇用のセーフティネットの整備」を推進するため、労働者の雇用

の維持、再就職支援、貧困・困窮者支援、派遣労働者等非正規労働者への総合的対策を強

化する。また、若者・女性・高齢者・障害者等の就業実現、仕事と生活との両立支援及び地域

雇用対策などニーズに応じたきめ細やかな支援策を強力に進める。 

 

１ 緊急雇用対策                    ８，４５７億円（１，１１２億円） 
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（４）新卒者支援の強化                         ３３億円（１４億円） 

新規学校卒業予定者、未就職卒業者の就職支援を強化するため、ハローワークに就職支

援の専門職である高卒・大卒就職ジョブサポーターを配置（928名）するとともに、新卒者体験

雇用事業（未就職卒業者の体験雇用（１か月、有期雇用）を受け入れる事業主に対して奨励金

（1人 8万円）を支給）を活用する等により、円滑な就職を促進する。 

 

（５）建設労働者の雇用の確保及び再就職の促進（新規）           ６３億円 

建設業以外の事業を開始する中小建設事業主が、建設労働者を継続して雇用しつつ当該

事業に従事するために必要な教育訓練を実施する経費の一部を助成（実施経費の 2/3、賃金

について 1人 1日上限 7,000円（60日を限度））する。 

また、中高年建設業離職者を継続して雇用する者として雇い入れた事業主に対し助成（中

小企業 1人 90万円、大企業 50万円）する。 

 

（６）雇用保険制度の機能強化                             １２９億円                          

○雇用保険の適用範囲の見直し                               

非正規労働者に対するセーフティネット機能強化の観点から適用範囲の拡大(雇用見込

み６か月→31日)を行う。 

 

（７）緊急就職支援事業の推進                           １５３億円 
厳しい雇用失業情勢が続く中、求職者の早期再就職の実現等を図るため、以下の事業を実

施する。 

① 新規成長・雇用吸収分野等において、十分な技能・経験を有しない求職者を実習型雇  

用により受け入れる事業主等に対し助成する（実習型雇用：１人月10万円（6ヶ月）、その 

後、正規雇用した場合：1人100万円）。 

② 長期失業者や住宅を喪失し就職活動が困難となっている者について、民間職業紹介事 

業者への委託による再就職支援、住居・生活支援を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○「重点分野雇用創造事業（仮称）」の創設 

平成 21 年度第 2 次補正予算（1,500 億円）において、介護、医療、農林、環境・エネルギ

ー、観光、地域社会雇用等成長分野として期待されている分野における新たな雇用機会の

創出、地域ニーズに応じた人材育成を推進するため「重点分野雇用創造事業（仮称）」を創設

する。                              
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（８）育児休業等を理由とする解雇等不利益取扱いへの対応の強化（一部再掲・ 

２０ぺージ参照） 

                                    ４．３億円（２．９億円） 

労使からの相談対応、企業への適正な制度運用に関する指導等を行う体制を整備するこ

とにより、育児休業等を理由とする解雇、退職勧奨等の不利益取扱いへの対応を強化する。 

 

（９）未払賃金立替払制度の推進              ２０８億円（１８９億円） 

倒産した企業から賃金が支払われないまま退職した労働者に対して、未払賃金のうち一

定額を政府が立替払する「未払賃金立替払制度」により、早期に立替払が受けられるよう、立

替払に必要な原資の確保等により制度の円滑な運用を推進する。 

 

 

 

（１）雇用保険の適用範囲の見直し （再掲・前ページ参照）         １２９億円 

 

（２）非自発的失業者の医療保険料の軽減 （後述・３１ページ参照）    ４１億円 
国民健康保険に加入する非自発的失業者の保険料（税）について、失業後の一定期間、

在職中の保険料水準と同程度となるように軽減する。 

 

 

 

（１）地域における雇用創出の推進               ２４２億円（２６４億円） 

先の補正予算により実施している「ふるさと雇用再生特別交付金」、「緊急雇用創出事業」

及び平成 21年度第 2次補正予算で創設する「重点分野雇用創造事業」に加え、「地域雇用

開発促進法関連事業」について、地方公共団体に対する好事例の紹介等により効果的かつ

機動的な取組を支援しながら、国と地方公共団体が一体となって推進する。 

    

（２）介護労働者等の確保・定着 （一部再掲・２３ページ参照）    

                                  ２４８億円（２２３億円） 

介護人材の確保・定着等を図るため、介護労働者の雇用管理改善等に取り組む事業主等

への総合的な支援や、介護労働者に対する教育訓練の実施に係る相談・援助等のコーディ

ネートを行う事業を実施する。 

 

（３）農林漁業分野における新たな雇用機会の創出       １２億円（６．９億円） 

農林漁業への就業等のニーズが高まっている中、失業者等の希望や能力に応じた多様な

農林漁業への就業等の実現に向けた職業相談・紹介等の支援を実施する。 

２ 雇用のセーフティネットの拡充                    １７０億円          

 

 

３ 雇用創出                     ６，５９７億円（１，１１１億円） 
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（４）中小企業に対する雇用安定のための支援（一部再掲・２３ページ参照）） 

６，０９５億円（６１６億円） 

企業の休業、教育訓練、出向による雇用維持の取組を支援するため、中小企業緊急雇用

安定助成金を活用し、手当、賃金の４／５の助成（解雇等を行わない場合は助成率が９／１０

に上乗せされる）を行う。 

また、赤字の中小企業については、最近３ヶ月の生産量・売上高等が前々年同期比で  

１０％以上減尐している場合も支給対象とする。 

さらに、生産性の向上等に資するための人材の確保・定着に向けた取り組みを行う中小企

業の団体に対する助成（２／３）、基盤人材の雇入れへの助成（140万円～170万円）を行う。 

 

 

 

 

（１）介護・福祉、医療、情報通信等の分野における能力開発の推進 

（再掲・２３ページ参照）                      ４０５億円（３３５億円） 

 

（２）職業能力評価等による労働市場の基盤整備の推進     １９億円（２７億円） 

①職業能力評価の基盤整備の推進                        １９億円（２７億円） 

幅広い職種を対象とした職業能力評価基準の整備、技能検定制度の実施など、職業

能力評価に係る基盤整備のための総合的な施策を推進する。 

 

②国際標準化等の動向を踏まえた労働市場の基盤整備に係る総合的取組 （新規） 

 ２６百万円 

教育訓練サービス分野における国際標準化等の動向を踏まえ、我が国における教育訓

練の質保証のための取組を推進する。 

 

（３）ジョブ・カード制度を活用した職業能力開発支援の一層の展開                         

１５４億円（１９８億円） 

キャリア形成の過程を標準化したキャリアマップの作成、各種検定の整備、モデル評価シ

ートの多様化、専門キャリア・コンサルタントの育成等産業分野ごとの展開に向けた基盤整備

と、これらを活用した職業訓練を推進する。 

 

 

 

 

 

４ 生涯にわたるキャリア形成支援・職業能力開発支援    

６０８億円（５５７億円） 
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（４）生涯キャリア形成支援の推進                 １９億円（３２億円） 

①多様な働き方に対応したキャリア形成支援の推進              １９億円（３２億円） 

多様な働き方に対応したキャリア形成の支援のため、労働者のキャリア形成を支援する

事業主に対する助成や、キャリア・コンサルティングを実施する。また、企業向け・個人向け

のキャリア健診について、引き続き事業を行うとともに、効果的な実施手法の検討を行う。 

 

②学校教育との連携によるキャリア形成支援の推進（新規）               ２２百万円 

キャリア教育推進を担う専門人材養成のための講習を実施する。 

 

（５）ものづくり立国の推進                      ９．６億円（１７億円） 

第一線で活躍している若年技能者を活用した技能の魅力や重要性の啓発等ものづくり教

育を推進するとともに、各種技能競技大会や地域・業界における技能振興・技能継承事業に

対する支援を実施する。 

 

 

 

 

 

（１）若者の自立の実現                     ４４３億円（５４６億円） 

①新卒者支援の強化等（一部再掲・２４ページ参照）              ５２億円（３５億円） 

 ハローワークに学校との連携の下、就職支援を行う高卒・大卒就職ジョブサポーターを配置  

（９２８名）するとともに、求人情報の提供、就職面接会、職業相談・職業紹介から職場定着まで

の一貫した就職支援を実施する。また、未就職卒業者については、新卒者体験雇用事業を活

用する等により円滑な就職を促進する。 

 

②「フリーター等正規雇用化プラン」の着実な推進              ３５３億円（４５６億円） 

就職氷河期に正社員になれなかった年長フリーター等（25歳～39歳）を重点に、必要に応

じて担当者制による職業相談・職業紹介から職場定着までの一貫した支援や助成制度（若

年者等トライアル雇用（1人4万円、最大3ヶ月）、年長フリーター等を正規雇用する事業主へ

の助成（中小企業1人100万円、大企業50万円））の活用等により、正規雇用化を推進する。 

 

③ニート等の若者の職業的自立支援の強化                   ２０億円（２２億円） 

ニート等の若者に対する地域の支援拠点である地域若者サポートステーションの設置

拠点を拡充（92か所→100か所）するとともに、高校中退者等を対象とした訪問支援による

学校教育からの円滑な誘導、学力を含む基礎力向上に向けた継続的支援に取り組むな

ど、ニート等の若者の職業的自立支援を強化する。 

５ 若者・女性・高齢者・障害者等の就業実現及び両立支援  

１，２５３億円（１，５８５億円）          
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（２）女性の就業希望等の実現                 １３９億円（１４０億円） 

①仕事と家庭の両立支援 （再掲・２０ページ参照）             ９８億円（１００億円） 

 

②雇用機会均等確保に向けた取組の推進                   ７億円（８．３億円） 

男女雇用機会均等法の履行確保のため、厳正、的確な指導等を行うとともに、男女労

働者の格差の解消を目指した企業の積極的かつ自主的な取組（ポジティブ・アクション）を

進めるため、その周知と取組のノウハウ提供を実施する。 

 

  ③マザーズハローワーク事業等の拡充（再掲・１７ページ参照）      ３５億円（３２億円） 

 

（３）いくつになっても働ける社会の実現             ３８６億円（６２７億円） 

①希望すればいくつになっても働ける高齢者雇用の促進        １８３億円（３５９億円） 

高年齢者雇用確保措置の着実な実施を図る。また、意欲と能力があれば年齢に関わり

なく働ける環境整備を図るため、希望者全員について 65 歳まで雇用が確保される制度や

70歳まで働ける制度の導入に取り組む事業主への助成（160万円を上限）、傘下企業の取

組に対する相談援助を行う事業主団体への助成（500万円を上限）を実施する。 

 

②高齢者の多様な働き方に対する支援                   １２５億円（１４７億円） 

    教育・子育て・介護・環境の分野における、シルバー人材センターと地方公共団体の連携

による事業を実施するとともに、より効果的・効率的なシルバー人材センター事業運営への

取組を進める。 

 

（４）障害者に対する就労支援の推進             ２３０億円（２２８億円） 

 ①雇用・福祉・教育等の連携による地域の就労支援力の強化      ６５億円（５９億円） 

ハローワークを中心とした地域の関係機関との連携による「チーム支援」を推進するととも

に、就業面と生活面における支援を一体的に行う「障害者就業・生活支援センター」の設置

箇所数の拡充等(247か所→282か所)により、地域における障害者の就労支援力の強化を

図る。 

 

②障害特性に応じた支援策の充実・強化                  １９億円（１４億円） 

カウンセリング体制の整備等、精神障害者が働きやすい職場づくりを行った事業主に対

する奨励金(新規雇用した精神保健福祉士1人当たり年180万円等)を創設するとともに、う

つ病等により休職した労働者に対する職場復帰支援等により、精神障害者の雇用の促進を

図る。また、発達障害者については、ハローワークにおける支援体制の整備や事業所にお

ける職場実習を実施するほか、発達障害者を雇用し、適切な雇用管理を行った事業主に

対する助成を実施する等により雇用の促進を図る。 




